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因果関係論
―因果関係の判断基準を巡る解釈の変遷―
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[bookmark: _Toc326670046]問題提起
　因果関係の有無は，犯罪の成否を検討する上で非常に重要な要素の一つでもあるため，その判断基準は明確かつ合理的なものであるべきである。
今回の発表では，その判断基準に関して，有名な学説や判例の理論が抱える問題点を指摘し，それに対する刑法班としての私見を述べる。
尚，因果関係の論点に入る前に，その内容を理解するための前提知識を，簡単に講義する。
[bookmark: _Toc326670047]前提知識〈その１〉「刑法の機能」
1. 法益保護＝法的に保護すべき利益を守る権利
2. 人権保障＝自由保障


[bookmark: _Toc326670048]前提知識〈その２〉「犯罪」
[bookmark: _Toc326670049]罪刑法定主義
いかなる行為が犯罪になり，いかなる刑罰が科されるのか。
→ 予め成文の法で規定していなければ，人を処罰することができない。
【例外】（成文法で規定されていても処罰されない場合）
1. 相手にナイフで刺し殺されそうになったため，咄嗟に拳銃で撃ち殺した場合。
→ 刑法36条「正当防衛」⇒ 違法性阻却
2. 重い精神病を患っている者が，人を殺した場合。
→ 刑法39条「心神喪失」⇒ 責任阻却
	※他にも例外は多数存在する
[bookmark: _Toc326670050]構成要件
「犯罪とは，構成要件に該当する違法・有責な行為[footnoteRef:1]」のことをいう。 [1: 井田良・丸山雅夫『ケーススタディ 刑法〔第2版〕』（日本評論社，2004年）64頁] 


行為　⇒　構成要件　→　違法性　→　責任　⇒　犯罪成立

以下，都合上構成要件の部分についてのみ説明する。
〈客観的要素〉
1. 実行行為（ex.拳銃の引き金を引く）
2. 結果（ex.人が死亡した）
3. 因果関係（①と②が結び付くか＝拳銃の引き金を引いたら弾が人に当たり，死亡した）
〈主観的要素〉
4. 構成要件的故意（客観的構成要件要素に該当する事実を認識・認容している）
5. 構成要件的過失（不注意によって，構成要件的事実の認識・認容を欠いている）
　　　　※主観的要素は，④か⑤のどちらかが存在すればよい
[bookmark: _Toc326670051]因果関係論
先述したように，因果関係は犯罪における客観的構成要件要素の一つであり，この因果関係が無ければ犯罪は成立しない。例えば，殺人罪（199条）については，実行行為と被害者の死亡という結果との間に因果関係が認められなければ，「人を殺した」とは言えないため殺人罪は成立せず，せいぜい殺人未遂罪（203条）止まりであろう。
また，器物損壊罪（261条）については，未遂犯を処罰する規定が無いため，因果関係が無ければ同罪成立の余地は一切無いといえる。
以下，3つのケースと1つの判例を基に因果関係論について学習する。
ケース1

1. Xは自宅の居間で日頃から口喧嘩の絶えない妻Aと口論になった。
2. XはAに殺意を抱き，レミントンM700ボルトアクション式狙撃銃をAに向けて発砲した。
3. 弾丸は外れて天井に飛んでいったが，天井裏に泥棒業を営むBが居たため，弾丸を受けたBは死亡した。
4. Xは殺人既遂罪（199条）の罪責を負うであろうか。

· 学説における多数説によれば，Xには殺人未遂罪が成立する。
· 刑法における因果関係論は，自然科学的な事実の繋がりの確認だけでは終わらない。
→ 条件関係と相当因果関係が認められる必要がある。
1. [bookmark: _Toc326670052]条件関係
ケース2

1. XはAを毒殺しようと考えた。
2. XはAが飲むコーヒーに致死量の毒を入れることに成功した。
3. しかし，毒が効く前に無関係の第三者Yが現れ，レミントンM700ボルトアクション式狙撃銃でAを射殺した。
4. XとYは殺人既遂罪（199条）の罪責を負うであろうか。
[image: ]

· 条件関係が成立するには2つの要件を充たす必要がある。
(1). 「その行為無しでは，その結果は無かったと言える場合」
(2). 具体的個別的な「ある行為によって，特定の時点，特定の場所，特定の様態での死亡」が起こった場合
〈Xについて〉
(1). Xの毒入れ行為が無くとも，AはYによって射殺されているので，条件関係は否定される。
(2). Yによって，Aに対する毒殺行為が追い抜かれたため，どの時点でAが死亡したか不明である。
従って，殺人未遂罪（204条）に止まる。
	〈Yについて〉
(1). YがAを射殺しなくともXによって毒殺されていたかもしれない。
(2). 「Yの銃撃の時点，銃撃された場所で，撃たれて死んだ」ことを特定できる。
従って，条件関係は肯定され，殺人既遂罪（199条）が成立する。
ケース3

1. 美味しそうなトリカブトを手に入れたXとYは，個別に，偶然同日にAにご馳走したくなった。
2. 偶然，同じ毒を致死量Aの飲み物に入れ，その結果毒が効いたことでAは死亡した。
3. どちらの毒がどの程度効いたかは不明であった。
4. XとYは殺人既遂罪（199条）の罪責を負うであろうか。
[image: ]

· XとYどちらかの行為が無くともAは死亡したであろうし，どの時点で死亡したか不明である。
→ ケース2の(1).も(2).も当てはまらないため，XとYは殺人未遂罪（204条）に止まる。
　→ XもYも，A死亡についての刑事責任は（未遂犯の範囲内でしか）問われないため，
　　 条件関係だけで因果関係を認めるのは不適切であると考えるのが妥当である。
[bookmark: _Toc326670053]相当因果関係
　〈相当因果関係説〉
「その種の行為から，そのような結果が発生することが，経験則上通常である・一般的である*」
　　　ときに限り，因果関係を認める。
例

1. XがAを殴って，Aは倒れた。
2. Aは救急車で運ばれたが，救急車が自己に遭い，Aは死亡した。
3. Xは殺人既遂罪（199条）の罪責を負うであろうか。
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· (1).XがAを殴らなければ，(2).事故の時点，事故の場所で，Aが事故死することは有り得ないので，条件関係は認められる。
→ しかし，救急車に乗ると事故に遭い死亡する，ということは経験則上通常である・
　 一般的であるとはいえない。従って，相当因果関係は否定される。
*経験則上通常である・一般的である
	・折衷説…通常人・一般人の認識可能な事情であること
	・客観説…行為前に客観的に存在した全ての事情を総合考慮して判断する
→ ケース1の場合，折衷説では泥棒が屋根裏に潜んでいることは一般人からして認識不可能であるため，
　 因果関係は否定される。客観説では，客観的に（いわゆる神の視点のように）見て屋根裏に泥棒が潜ん
　 でいることは事実であるから，因果関係は肯定されるが，B死亡との関係でXには故意も過失も存在
　 しなかったということで，刑事責任を問われない。以上のことから，この2説は実際的な結論にほとん
　 ど影響しない。
[bookmark: _Toc326670054]「大阪南港事件」（最高裁平成2年11月20日 第三小法廷 刑集44巻8号837頁）
判例

1. Xが洗面器や皮バンドでAの頭部を複数回殴打する等の暴行を加えた結果，Aは脳出血を起こし，意識を失った。
2. XはAを自動車で大阪南港へ運搬し，Xが立ち去ったところ，尚Aの生存中に第三者Yによって頭部を殴打され，Aは死亡した。
3. Aの死因は脳出血であり，それはXによる当初の暴行により形成されたものである。
4. Yの殴打は，Aの脳出血を拡大させ，幾分か死期を早める程度のものであった。
5. Xは傷害致死罪（205条）の罪責を負うであろうか。
※ただ殴っただけであれば「暴行」，傷を負わせればより法廷刑の重い「傷害」，殺す気は無いが傷を負わせて死亡させると「傷害致死」
[image: ]

· 例に似ている事例である。XがAを放置したところ，Yが突然現れてAを殴打するというのは，経験則上通常である・一般的であるとは言い難い。従って，相当因果関係説によれば，Xは傷害罪（204条）の罪責を負うに止まる。
→ しかし，最高裁はXの暴行行為とA死亡との間に因果関係を認め，Xは傷害致死罪（205
　 条）の罪責を負うとした。
　 → この最高裁決定に反対する（＝相当因果関係説を支持する）学説は見当たらない。
　　　ここに，相当因果関係説の抱える問題が垣間見える。

· 最重要ポイント
この最高裁決定の解釈として，学説は「当初の行為が十分に危険でありさえすれば」相当
因果関係は認められるとしている。
例

· XがAに傷害を加え致命傷を与えた後，救急車が事故に遭ってAが死亡したとしても，Xの傷害行為で既にAは死にかけていたため，Xの傷害行為とA死亡との間に相当因果関係は認められる。
· XがAを高層ビルから突き落としたところ，隣のビルの窓から無関係のYが落下中のAを射殺した場合，AはXによってほぼ確定的な死に晒されているため，XがAを突き落とした行為とA死亡との間に相当因果関係は認められる。

∴ 学説が示すように，相当因果関係説における因果関係の判断基準は不明確であり，判例はこれを採用せず，主に「行為の結果発生への寄与の程度」で因果関係を認めているのである。
以上，『条件関係→相当因果関係（相当因果関係説→最高裁判例（学説））』の流れは，試験を念頭に置いておいても覚えて損は無いと思われる。
[bookmark: _Toc326670055]第三者の暴行によって被害者の死期が早められた場合の因果関係
以下，先述した「大阪南港事件」の詳細と，その他の判例，学説について記載する。
1. [bookmark: _Toc326670056]事実概要（大阪南港事件）
「被告人は，昭和五六年一月一五日午後八時ころから午後九時ころまでの間，自己の営む三重県阿山郡a町b町所在の飯場において，洗面器の底や皮バンドで本件被害者の頭部等を多数回殴打するなどの暴行を加えた」
「結果，恐怖心による心理的圧迫等によって，被害者の血圧を上昇させ，内因性高血圧性橋脳出血を発生させて意職消失状態に陥らせた」
「後，同人を大阪市a区b所在の建材会社の資材置場まで自動車で運搬し，右同日午後一〇時四〇分ころ，同所に放置して立ち去ったところ，被害者は，翌一六日未明，内因性高血圧性橋脳出血により死亡するに至った。」　　
「ところで，右の資材置場においてうつ伏せの状態で倒れていた被害者は，その生存中，何者かによって角材でその頭頂部を数回殴打されているが，その暴行は，既に発生していた内因性高血圧性橋脳出血を拡大させ，幾分か死期を早める影響を与えるものであった，というのである。」
以下において，右の事実のうち，被告人の飯場及び同所で加えられた暴行を第一現場，第一暴行と，大阪市南港及び同所で加えられた暴行を第二現場，第二暴行と，それぞれ略称することとする。
[bookmark: _Toc326670057]判決[footnoteRef:2] [2: 大谷直人「最高裁判所判例解説〔刑事篇 平成２年度〕」（法曹会，1992年）232-246頁] 

1. 第一審判決
第一審判決は，被害者の死因は内因性高血圧性橋脳出血であると認定した。そして，右の傷害は，被告人の第一暴行により発生し又は(それ以前の小出血が)拡大増悪したものであるとする一方，第二現場に連行された被害者は既に意識消失状態にあり，同人に対する第二暴行は，その死亡に対して因果関係を有しないと判示している。
　また，被告人が第二暴行に及んだことについてはなお合理的な疑問が残るとし，結局，予備的訴因について傷害致死罪の限度で有罪であるとの判断を示した。
2. 第二審判決
被告人が控訴し，事実誤認等を争った。控訴審判決は，第一暴行と被害者の死亡との間の因果関係を肯定した一審判決の判断を是認したが，新たな鑑定結果をも踏まえた上で，次のとおり判示している。
「被告人の飯場での暴行により既に死因となるに十分な程度の内因性高血圧性橋脳出血が被害者に惹起され，それのみによって近接した時間内に被害者は死に至ったものと認められるのであり，それに対し南港における角材殴打は，それによって頭蓋骨骨折や頭蓋内出血あるいは脳挫傷等の頭蓋内損傷が引き起こされていないことなどに照らすと，いまだ死に至る脳損傷をもたらす程度のものとは認められず，せいぜい既に発生していた右内因性高血圧性橋脳出血を拡大させ幾分か死期を早める影響を与えたにとどまると推認される」
(中略)
「そうすると，被告人の飯場における暴行が，死因である内因性高血圧性橋脳出血を惹起し被害者の死をもたらしたもので，被害者の死亡との因果関係を有することは明らかであるのに対し，南港における角材殴打は，被害者の右橋脳出血を拡大させ右のような程度の死期を早める影響を与えたことがあるだけであって，それが加わることによって被害者に死をもたらすような損傷を与えたものではなく，死因の惹起自体には関わりを持たないものであるから，被害者の死亡との間に因果関係を有しないものといえる。」
3. 当審判示
第三小法廷は，職権判断として，前記のとおり事実関係を摘示した上で，次のとおり判示した。
「このように，犯人の暴行により被害者死因となった傷害が形成された場合には，仮にその後第三者により加えられた暴行によって死期が早められたとしても，犯人の暴行と被害の死亡との間の因果関係を肯定することができ，本件において傷害致死罪の成立を認めた原判断は，正当である。」
[bookmark: _Toc326670058]参考判例
1. 第三者の故意行為が介在した事例1[footnoteRef:3]（大判昭和5年10月25日 刑集9巻761頁） [3: 中森喜彦「刑法判例百選1総論〔第6版〕別冊ジュリスト189」（有斐閣，2008年）32頁] 

被告人が生じさせた脳震盪が死の直接原因でなくとも，事後の第三者の暴行による死の結果発生を助成した以上，傷害致死の罪責を負う，被告人傷害行為は致死結果の共同原因の一つであるとしている。
2. 第三者の故意行為が介在した事例2[footnoteRef:4]（最決昭和42年10月24日 刑集21巻8号1116頁） [4: 中森喜彦・前掲注3・32頁] 

被告人が自動車で被害者を跳ね上げ，そのまま走行した所，同乗者がこれに気付き走行状態のまま被害者を道路に引きずり降ろして死亡させた事例において，「経験上，普通，予想しえられるところではなく，……われわれの経験則上当然予測しえられるところであるとは到底いえない」として，被告人の衝突行為と被害者の死の結果との因果関係を否定している。
[bookmark: _Toc326670059]相当因果関係に関する学説
1. 行為と結果とをつなぐ糸の「太さ」が重要であるとし，介在事情の異常性よりは好意の結果に対する影響力・寄与度が決定的であるとする説[footnoteRef:5] [5: 大谷直人・前掲注2・240頁] 

→ 【批判】介在事情の影響力・寄与度が明らかにされなければ行為の影響力・寄与度も定まらないはずである[footnoteRef:6]。 [6: 中森喜彦・前掲注3・33頁] 

2. ある程度まで因果経過および結果発生の態様を「抽象化」し具体的な介在事情を度外視したうえで，その経験的通常制を判断せざるを得ないとする説[footnoteRef:7] [7: 井田良「法学教室1991年5月号（No.128）」（有斐閣，1991年）91頁] 

→ 【批判】いかなる程度で「抽象化」を認めるか不明確さが伴う[footnoteRef:8]。 [8: 井上祐司『行為無価値と過失犯論 』（成文堂，1973年）205頁] 

3. 結果発生の態様の「抽象化」に限界を設けず，介入事実がなかったとすれば同種の結果（＝およそ死亡の結果）が確実にはっせいしていた状況にある以上は既遂を認めてよいとする説[footnoteRef:9] [9: 平野龍一『犯罪論の諸問題（上）』（有斐閣，1981年）42頁] 

→ 【批判】結果の発生が確実だという判断はしょせん推測でしかありえず，単なる危険の根拠に結果犯として処罰することを認める判断である[footnoteRef:10]。 [10: 林陽一「法学協会雑誌103巻9号」（有斐閣，1996年）155頁] 

[bookmark: _Toc326670060]私見
今回取り扱った大阪南港事件に対する最高裁判所の判決は、相当因果関係説を否定した上で、独自の判断基準を示して、被告人の行為と被害者の死亡との間に（相当）因果関係を認めるものであった。これによると、被告人の行為は被害者の死因を形成したものであるから、因果関係を有するものであるとしているが、第三者の行為が介入したという本件特有の事情を大きな論点とはしていない。一般市民の感覚からすると、第三者と被告人は同一人物であるのではないか、被告人の共犯者であるのではないか、といった疑問も生じてくるが、ここに法曹実務と一般市民との間のズレが見られるのではないかと思われる。しかしながら、疑わしきは被告人の利益にという法原則からしてみても、刑事訴訟法的観点からしてみても、裁判所の下す判断としては正しいものであったのだと言わざるを得ないのかもしれない。また、被告人は傷害致死の罪責を負うとされたが、人の頭を殴るという行為や、助かる見込みが少ないと思われる大阪南港に放置したこと等の事情を考えると、被告人に殺意を認めず、殺人罪よりも法定刑の軽い傷害致死罪を認めた最高裁判所の判断には、いささか疑問が残るところである。これらに見られるような、裁判所と一般市民との感覚のズレを、いかに法律的論拠を用いて埋めていくことができるか、という点が過去も現在も変わらない課題であろう。
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